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児童福祉法 (昭和二十二年法律第百六十四号) （抄） 

第二十四条 市町村は、この法律及び子ども・子育て支援法の定めるところにより、保護者

の労働又は疾病その他の事由により、その監護すべき乳児、幼児その他の児童について保

育を必要とする場合において、次項に定めるところによるほか、当該児童を保育所(認定

こども園法第三条第一項の認定を受けたもの及び同条第九項の規定による公示がされた

ものを除く。)において保育しなければならない。 

 

② 市町村は、前項に規定する児童に対し、認定こども園法第二条第六項に規定する認定こ

ども園(子ども・子育て支援法第二十七条第一項の確認を受けたものに限る。)又は家庭的

保育事業等(家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事

業をいう。以下同じ。)により必要な保育を確保するための措置を講じなければならない。 

 

③ 市町村は、保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園(子ども・子育て支援法

第二十七条第一項の確認を受けたものに限る。以下この項及び第四十六条の二第二項に

おいて同じ。)又は家庭的保育事業等が不足し、又は不足するおそれがある場合その他必

要と認められる場合には、保育所、認定こども園(保育所であるものを含む。)又は家庭的

保育事業等の利用について調整を行うとともに、認定こども園の設置者又は家庭的保育

事業等を行う者に対し、前項に規定する児童の利用の要請を行うものとする。 

 

④～⑦ （略） 


